
　令和２年12月10日、自由民主党・公明党による「令和３年度税制改正大綱」が取りまとめ
られました。これを受け、令和３年度改正に向け関連法案等の作成が進められています。
　今回の大綱では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で経済が落ち込むな
か、ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた改正が多くみられます。住宅ローン控除の特
例の延長や土地に係る固定資産税等の負担調整措置、自動車税及び軽自動車税の環
境性能割の臨時的軽減の延長等といった納税者の負担を軽減する改正に加え、中小企
業者等の法人税の軽減税率の特例や中小企業投資促進税制等の延長、所得拡大促進
税制の見直し、中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設など、中小企業を支
援するための改正も行われます。
　また、コロナ禍において、デジタル化の遅れが浮き彫りとなり、デジタルトランス
フォーメーション（DX）投資促進税制の創設や研究開発税制の見直し、税務関係書類
における押印義務の見直し、電子帳簿等保存制度の見直し等のデジタル化に関する改
正が行われます。このほか、カーボンニュートラル投資促進税制の創設、エコカー減税
の延長など、グリーン社会実現のための改正も行われます。
　本冊子では、この大綱の内容を受け、主要な改正のポイントをまとめています。令和３
年度税制改正の理解と、対応策検討のための資料としてご活用ください。
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※本冊子は、自由民主党・公明党「令和３年度税制改正大綱」をもとに税制改正の概要をまとめたものです。
　今後確定する法令・通達等により変更となる場合もあります。


